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５年を経過するまでの期間に受験することができることになったが，ドイツにおい
ては２回しか司法試験を受験するチャンスが与えられておらず，その意味で，わが
国における場合と比べて，そのプレッシャーはより大きくなることが推測される
（なお，ドイツの第一次司法試験においては，憲法，民法，刑法といった科目にウ
エートが置かれ，民事訴訟法，刑事訴訟法といった科目は第二次国家試験において
より大きなウエートが置かれる傾向にあること，ドイツの第一次司法試験の問題は
公表されていないといった点も考慮する必要もあろう）。
また，ドイツにおいても，既に法学教育の段階において法曹としての適性のない
学生が存在していること，及び，司法試験に合格できなかった学生が存在すること
が明らかとなった。ドイツの一部の大学では，中間試験（質疑応答で問題となった
が，ここにいう中間試験とは，一定の年次に統一的な試験実施するというものでは
なく，一定の年次までに必要な講義科目の試験を受け，それらの試験に合格したこ
とを証明する書類を揃えてから，さらに高次の学年の配当科目を受講することがで
きるというもの）を実施することで，実質的には，法曹としての適性のない学生に
対しては，別の道に進路変更をすることを促しているが，法学教育という制度とい
う枠組みの中では，司法試験に合格できなかった学生については，何らのサポート
が提供されていない。このことは，ドイツ，さらには，西欧社会が自由意思，自己
責任というものを重んじているという一つの文化的な背景によるものとも考えられ
る。わが国においても，法科大学院制度及び司法試験制度に対する議論が活発に行
われているが，ドイツの法曹制度を肯定するか否定するか否かに関わらず，本稿が
なんらかのかたちで参考となれば幸いである。
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